
秘 海外事業活動基本調査

平成23年本社企業調査票

提 出 期 限 平成２３年８月３１日

提 出 先 経 済 産 業 大 臣

（この欄は経済産業省が記入します。）

- ０ ０ ０ ０ - ０ ０

○ この調査により報告された記入内容は、 統計法により秘密が保護され、統計を作成するためだけに使用さ

れるもので、報告者に利害関係を生じさせるような目的に使用されることはありません。

○ この調査の調査時点は平成23年3月31日（2011年3月31日）現在で記入してください。年度実績は平成22年度

（2010年度）について記入してください。

○ 金額はすべて円建とし、百万円未満を四捨五入してください。なお、実績がない場合には「－」を、また

十万円の位を四捨五入して百万円に満たない項目については「０」を記入してください。

○ 記入に当たっては「調査票記入の手引」を参照してください。

○ 昨年までにご報告いただいた内容で、１企業の概要をプレプリントしています。その後変更のあった箇所

については で消して、上書き修正してください。

（記入内容について照会する場合がありますので、記入内容の照会先を記入してください。）

記入者の氏名

所属部署名

電 話 番 号

１ 企業の概要

101

（フリガナ）

企 業 の 名 称

* 登記簿上と実際の本
社の所在地が異なる
場合は、実際に本社
機能を有している場
所を記入してくださ
い。

102

（郵便番号）

所 在 地

－

103 業 種 分 類
業種番号 業 種 名

104 消費税の取扱
1.税込み * 次頁の売上高に消費税が含まれているか、該当する番号に○印を付けてください。

2.税抜き

105
資 本 金

又 は 出 資 金

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万

＜裏面に続きます＞

－ 備 考 欄 －

* 業種番号、業種名は「調査票記入の手
引」の業種分類表を参照してください｡
なお、業種名が不明の場合は、貴社の
具体的な業務内容を記入してください。



２ 企業の操業状況等

２－１．調査対象現地法人の有無
2011年3月31日現在の海外現地法人の有無について該当する番号に○印を付けてください。

201

1．有り

* 調査対象の範囲は「調査票記入の手引」を参照してください。

* 「1．有り」の場合、これ以降すべての項目について記入して

ください。

* 「2．無し」の場合、これ以降の項目（２２－２、

３ ～９）については記入の必要はありません。

ただし、調査対象現地法人が年度途中まで存在した場合、現

地法人調査票の「３操業状況」及び「４解散、撤退、出資比

率の低下の状況」について該当する番号に○印を付けてくだ

さい。また、現地法人の譲渡先等を備考欄に可能な範囲で記

入してください。

2．無し

２－２．本社企業の操業状況
2011年3月31日現在の本社企業の操業状況について該当する番号に○印を付けてください。

202

1．操業中 操業中、営業中(２.初決算前のものは除く。) * ３以降のすべての項目について記入してください。

* これ以降の項目（３ ～９）については可能な範囲

で記入してください。

2．初決算前 設立後まだ最初の決算期が到来していない。

3．休眠中 休眠中、休業中

4．解散 清算、倒産、吸収・合併等を含む。

4－1.平成２１年度（2009年度）以前

4－2.平成２２年度（2010年度）

３ 雇用の状況

本社企業の常時従業者数を記入してください。 （年度末）

301 常 時 従 業 者 数

十万 万 千 百 十 一

人

４ 損益計算書項目

十兆 兆
千

億

百

億

十

億
億

千

万

百

万

401 売 上 高

402 う ち 輸 出 高

403 うち現地法人向け輸出高

404 経 常 利 益 （ △ 損 失 ）

405 当期純利益（△損失）

５ 現地法人からの受取収益

十

兆
兆

千

億

百

億

十

億
億

千

万

百

万

501 合 計

502 う ち 配 当 金

503 う ち ロ イ ヤ ル テ ィ

* 常時従業者には有給役員、常用雇用者の合計を記入して

ください。

常用雇用者とは正社員、正職員、パート、アルバイト、

嘱託、契約社員等の呼称にかかわらず、１か月を超える

雇用契約者と当該年度末又は最寄りの決算期の前２か月

において、それぞれ18日以上雇用した者をいいます。

* 現地法人からの受取収益（配当金、ロイヤルティ、貸付

金利息等）総額を決算ベースで記入してください。

日本側出資比率の合計が１０％以上等で

ある調査対象現地法人が存在する。

日本側出資比率の合計が１０％以上等で

ある調査対象現地法人は存在しない。

* 403 は企業活動基本調査で調査していませんので、

記入してください。

* 輸出高は自社名義で通関手続きを行って、直接輸出した

金額及びモノ以外のサービス等取引についても輸出し

た場合は金額を記入してください。

* 経済産業省企業活動基本調査の詳細については、「調査

票記入の手引」6、7 ページを参照してください。

* 「経済産業省企業活動基本調査票」を提出される企

業については、色分けした調査事項について記入の

必要はありません。

* 「経済産業省企業活動基本調査票」を提出される企

業については、色分けした調査事項について記入の

必要はありません。



６ 現地法人からの配当金について

６－１．今後の方針として、現地法人から貴社への配当金を増やすかどうか、短期、中長期に分けて、

該当する番号を一つ選んで○印を付けてください。

短期 :今後１～２年

611

1 増加させる

2 減少させる

3 変化なし

4 分からない

中長期 :今後３～５年

613

1 増加させる

2 減少させる

3 変化なし

4 分からない

６－２．現地法人から還流させた配当金を原資として、どのような用途に使う方針か、短期、中長期に分けて、

該当する番号に○印を付けてください（複数回答可）。

短期：今後１～２年

621

1 研究開発、設備投資

2
雇用関係支出（従業員給与・賞与、教育

訓練など）

3 役員報酬

4 株主への配当

5 自社株買い

6 借入金返済

7 その他

8 分からない

７ 貴社は、平成２２年度（2010年度）に新規投資（海外現地法人の設立、海外企業への資本参加）、又は

追加投資（増資等）を行いましたか。

612

1 前年度比±10％未満

2 前年度比±10％以上～50％未満

3 前年度比±50％以上～100％未満

4 前年度比±100％以上

5 どのくらいか分からない

614

1 前年度比±10％未満

2 前年度比±10％以上～50％未満

3 前年度比±50％以上～100％未満

4 前年度比±100％以上

5 どのくらいか分からない

622

1 研究開発、設備投資

2
雇用関係支出（従業員給与・賞与、教育

訓練など）

3 役員報酬

4 株主への配当

5 自社株買い

6 借入金返済

7 その他

8 分からない

701

1 は い

2 いいえ

８ 、９の設問にお答えください。

これ以降の項目については記入の必要はありません。

ご協力ありがとうございました。現地法人調査票の記入についても

よろしくお願いいたします。

611 で 1又は 2を選択した場合は、612 から一つ選んで○印を付けてください。

中長期：今後３～５年

613 で 1又は 2を選択した場合は、614 から一つ選んで○印を付けてください。



８ 投資決定のポイントについて

投資を決定した際のポイントについて、次の中から３項目まで選んで番号に○印を付けてください。

801

1 現地政府の産業育成、保護政策

2 良質で安価な労働力が確保できる。

3 技術者の確保が容易

4 部品等の現地調達が容易

5 土地等の現地資本が安価

6 品質価格面で、日本への逆輸入が可能

7 現地の製品需要が旺盛又は今後の需要が見込まれる。

8 進出先近隣三国で製品需要が旺盛又は今後の拡大が見込まれる。

9 社会資本整備が必要水準を満たしている。

10 納入先を含む、他の日系企業の進出実績がある。

11 税制、融資等の優遇措置がある。

９ 今後の海外戦略について

今後(５年を目途)の海外展開について次の項目から該当する地域ごとに表中の欄に○印を付けてください。

北米
ア ジ ア

ﾖｰﾛｯﾊﾟ
その他

地域
中 国 ASEAN4 NIEs3 その他アジア

901
現地法人を新たに設立（合併や現地企業の買収等を

含む）又は資本参加等を行うことで海外事業体制を

拡充する。

902 既存現地法人のみによる現状を維持する。

903 今後海外事業体制を縮小する。

904
現地企業等の間で委託生産を行う、又は、今後検討

する。

* ASEAN4は、ﾏﾚｰｼｱ､ﾀｲ､ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝの4か国です。

* NIEs3は、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、台湾、韓国の3か国・地域です。

ご協力ありがとうございました。現地法人調査票の記入についてもよろしくお願いいたします。


